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平成３１年労第２２号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

労働基準監督署長（以下「監督署長」という。）が平成３０年１月９日付けで再

審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした労働者災害補償保険法による

休業補償給付を支給しない旨の処分を取り消すことを求める。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、平成１６年８月１２日、Ａ医療機関を受診し、「うつ病」と診断さ

れ、その後、複数の医療機関で治療を受けていたところ（以下「既存の精神障害」

という。）、平成２７年４月１６日、Ｂ所在のＣ（以下「会社」という。）に中

古車販売等の営業職として雇用され、同日から、Ｄ所在の会社Ｅにおいて就労し、

同年８月１６日、Ｆ所在の会社Ｇ店に異動となり、Ｇ店において就労していた。 

２ 請求人は、平成２７年９月２日、Ａ医療機関を再受診し、「抑うつ状態」と診

断された。請求人によると、Ｇ店の店長からのパワーハラスメント（以下「パワ

ハラ」という。）が原因で既存の精神障害が悪化し、出勤することができなくな

ったという。 

３ 本件は、請求人が、既存の精神障害の悪化は業務上の事由によるものであると

して、平成２８年６月３０日から平成２９年７月３１日までの間の休業補償給付

を請求したところ、監督署長はこれを支給しない旨の処分（以下「本件処分」と

いう。）をしたことから、本件処分を不服として同処分の取消しを求める事案で

ある。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査

請求をしたところ、審査官が平成３０年１１月１２日付けでこれを棄却する旨の

決定をしたことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 
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２ 原処分庁 

（略） 

第４ 争  点 

請求人の精神障害が業務上の事由によるものであると認められるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断  

（１）請求人の精神障害の発病時期と病名については、Ｈ医師が、平成２９年９月

２６日付け意見書において、「現在の病態は、既存の精神障害による自然経過

の範疇と思われる。」旨の意見を述べ、Ｉ医師が、同年１１月１４日付け意見

書において、「寛解の診断は下していない。」旨の意見を述べている。また、

労働局地方労災医員協議会精神障害専門部会も、同年１２月２８日付けの意見

書において、上記医師の意見及び請求人の傷病経過等を踏まえ、「請求人は、

平成１６年８月１２日頃に『うつ病』を発病し、平成１６年の初診から治療が

継続していたものと考えられる。請求人には、著しい症状の悪化は認められな

いものと考えられる。」旨の意見を述べていることから、当審査会としても、

決定書理由に説示するとおり、請求人は、平成１６年８月１２日頃に「うつ病」

を発病したが、その後治療が継続されており、寛解には至っておらず、また、

既存の精神障害が悪化したとも認められない。 

（２）そうすると、請求人の精神障害の発病の原因につき、平成２７年４月１６日

の入社後の会社における出来事は、その心理的負荷の評価の対象として検討す

る余地はないこととなる。 

なお、仮に、請求人が主張するとおり、請求人の既存の精神障害が、平成２

８年６月３０日に悪化したとして、「心理的負荷による精神障害の認定基準に

ついて」（平成２３年１２月２６日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」

という。）により、請求人が心理的負荷になったと主張する業務上の出来事に

ついて検討すると、決定書理由に説示するとおり、前記第３の１（１）（略）

に記載の出来事は、これらが全て事実であったしても、認定基準別表１「業務
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による心理的負荷評価表」の「特別な出来事」のうち「心理的負荷が極度のも

の」に該当する出来事とは認められず、請求人が追加提出したボイスレコーダ

ー録音反訳に記載された出来事も、同出来事に該当するものとは認められない。 

また、請求人が前記第３の１（２）（略）において主張する長時間労働につ

いては、社員別出勤簿の記載を基礎として集計した審査官の労働時間の算定は

おおむね妥当である。仮に、請求人の主張する、ＳＮＳに残された会社同僚等

とのやり取りの記録を考慮に入れて労働時間を再集計したとしても、請求人の

精神障害が悪化したと主張する平成２８年６月３０日の直前１か月間において、

極度の長時間労働があったと認められる程度の時間外労働時間数には達してい

ない。 

したがって、仮に精神障害の悪化があったとしても、それは、業務上の事由

によるものということはできない。 

３ 結  論 

以上のとおり、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、

請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年１月１７日 

 


